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2023年９月29日 
 各  位 
 

会 社 名   東 京 イ ン キ 株 式 会 社 

代表者名   代 表 取 締 役 社 長  堀 川  聡 

（コード番号 4635 東証スタンダード市場）  

問合せ先    執行役員管理部門長兼理財部長 中村 真次  

（ T E L ． 0 3 － 5 9 0 2 － 7 6 5 2 ） 

（開示事項の経過)事業譲渡契約締結に関するお知らせ 
 

当社は、2023 年 1 月 27 日付「事業承継に向けた基本合意書締結のお知らせ」において、株式会社Ｔ＆

Ｋ ＴＯＫＡとの間で同社のグラビアインキ関連事業（以下、「対象事業」といいます。）の事業譲渡その

他の方法による承継に向けた基本合意をしておりますが、本日開催の取締役会において、事業譲渡契約

を締結することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、本件は、適時開示基準に該

当しませんが、有用な情報と判断したため、任意開示するものです。 
 
記 

 
１．事業承継の理由 

2023 年１月 27 日付「事業承継に向けた基本合意書締結のお知らせ」において説明しておりますが、

当社は 2022 年５月 13 日に公表した中期経営計画「TOKYOink 2024」の中で、事業戦略として「市場動

向に合わせた既存製品の競争力強化」、「周辺事業領域の探索」を掲げております。また、当社の主力

事業のひとつであるインキ事業に関してはポートフォリオ変革を推進し収益力の向上を図る計画とし

ており、グラビアインキ製品群の事業領域拡大が必要であると判断したためであります。 

 

２．対象事業承継の概要 

（１）対象事業の内容 

グラビアインキ・フレキソインキの設計、製造販売に関する事業を対象とします。 

 

（２）対象事業の直前事業年度における売上高及び経常利益 

 対象事業 2023 年３月期連結実績 

売 上 高 1,729 百万円 43,406 百万円 

    ※当該事業は報告セグメントである「インキ事業」の一部であるため、当該事業のみを切り出して

費用を算出することが困難です。そのため、当該事業にかかる営業利益及び経常利益について記

載を省略しております。 

 

（３）対象事業における資産・負債の項目及び金額 

   ① 承継する資産の項目及び金額 

     営業権 470 百万円 

   ② 承継する負債の項目及び金額 

     該当事項はありません。 

 

（４）承継価額及び決済方法 

   承継価額  470 百万円 

   決済方法  現金決済 

 

 

 



2 

 

 

 

３．事業承継の相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社Ｔ＆Ｋ  ＴＯＫＡ 

(2) 所 在 地 埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢 283 番地１ 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 高見沢 昭裕 

(4) 事 業 の 内 容 
各種印刷用インキ、機能性材料（機能性樹脂、精密分散品）

の製造・販売、印刷機及び印刷関連機材の販売 

(5) 資 本 金 2,122 百万円（2023 年３月 31 日現在） 

(6) 設 立 年 月 1949 年 12 月 

(7) 連 結 純 資 産 49,124 百万円（2023 年３月 31 日現在） 

(8) 連 結 総 資 産 67,845 百万円（2023 年３月 31 日現在） 

(9) 
大 株 主 及 び 持 株 比 率 

(2023 年３月 31 日現在) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社      7.42% 

ザ バンク オブ ニューヨーク－ジャスディック トリーティー アカウント  5.58% 

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライスド ストツク フアンド 4.84% 

有限会社コウシビ                                4.65% 

株式会社みずほ銀行                              4.36% 

(10) 上場会社と当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 営業上の取引関係があります。 

関 連 当 事 者 

への該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．事業承継の日程 

（1）取 締 役 会 決 議 日 2023 年９月 29 日 

（2）事業譲渡契約締結日 2023 年９月 29 日 

（3）事 業 承 継 日 2025 年３月 31 日(予定) 

（注）対象事業の一部については上記の事業承継日よりも早期に事業承継を実行する可能性があります

が、その時期は未定です。 

 

５．会計処理の概要 

  本事業承継は、企業結合に関する会計基準には該当しないことから、当該営業権を無形固定資産に計上

する予定であります。 

 

６．今後の見通し 

本件による当社業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、今後、開示すべき事項が発生し

た場合には速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


